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「山口県医師確保計画（素案）」に対する 

パブリック・コメントの概要及び県の考え方 

１ 意見の募集期間  令和元年１２月２６日（木）から令和２年１月２７日（月）まで 

２ 意見の件数    ２人 １７件 

３ 意見の内容と県の考え方 

【今後の施策の推進に関するもの】 

No. 意見の内容 意見に対する県の考え方 

 1 医療計画とは、「本来ゼロが望ましい

もののある程度の設置維持が必要な上

に営業として成り立つことが必要」と言

う難題と感じる。抽象的な意見たが、適

切な施策実施を願う。 

 いただいたご意見については、今後の

施策推進にあたっての参考とさせていた

だきます。 

 2 関係するであろう計画（山口県外来医

療計画）を課は同じとはいえ別部署で作

成実施されている、各種弊害発生を危惧

する。計画の丁寧な運営を願う。 

 「山口県医師確保計画」及び「山口県
外来医療計画」は、いずれも、「山口県保
健医療計画」の一部として策定するもの
です。 
いただいたご意見については、今後の

施策推進にあたっての参考とさせていた
だきます。 

 3 県の医療状況については、企業への通

知連絡宣伝広報は重要と考える。可能で

あれば本計画に上記内容追記を願う。 

いただいたご意見については、今後の

施策推進にあたっての参考とさせていた

だきます。 

 4 医師確保のためには、これから医師に
なる若者をいかに確保し、定着させるか

が重要となることは言うまでもないが、
高齢県である山口県においては、むしろ
「高齢医師が安心して誇りをもって働
ける環境づくり」という視点も必要では
ないか。 

山口県医療審議会での意見も踏まえ、

高齢医師の活用に関する項目を、第６章

「２ 本県医療を担う医師・医学生の確

保」に追加しました。 

 

 5 へき地医療を担う医師の確保対策と
して、「医学生の確保」との関連で医学
生に対する修学資金貸付金の返還免除
要件としての「へき地勤務」義務付けで
の対応が示されているが、金銭で縛り付
けるような方法ではへき地対策にもな
らないし、若手医師の定着は望めないの
ではないか。若手医師の定着という点で

は、学費の援助や充実した研修体制の整
備ということにとどまらない問題があ
ると考える。山口県がどれだけ魅力のあ
る県なのか、住みやすい県なのかは、医
師に限らず若者の定着にとっては重要
な問題であり、とりわけ子弟の教育環境
や社会保障制度の整備、充実は欠かせな
いものである。 

将来の地域医療提供体制の確保に向

け、医師の確保・定着が課題であると認

識しています。これまでも医師の養成過

程に応じた医師確保対策に取り組んでお

り、医学生を対象とした修学資金では、

これまでに２１４名に貸与し、このうち

７２名が県内医療機関で勤務を開始して

います。 

本計画は、医師の確保に係る基本的方

針を定めるもので、若者の定着、教育環

境や社会保障制度の整備、充実等につい

ては、県の総合計画である「やまぐち維

新プラン」に沿って進めてまいります。 
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【表記に関するもの】 

No. 意見の内容 意見に対する県の考え方 

 6 一部で図示/グラフ表記があるが、他

地域比較・全国平均との比較等でもグラ

フによる可視化が可能と感じる。表記の

検討を願う。 

 いただいたご意見を踏まえ、医師偏在

指標に関して、都道府県単位で比較した

図、県内二次医療圏単位で比較した図を

追加しました。 

 7 所々専門用語が散見される。用語解説

の掲載を願う。 

パブリック・コメント/県民意見募集

の資料には何らかの形での用語解説の

掲載を必須とする対応を願う。 

いただいたご意見を踏まえ、専門用語

については可能な限り注釈を記載しまし

た。 

 8 年代表記が元号のみ、西暦のみ、双方

併記が混在している様に見受けられる。

分かりやすくするため西暦への統一ま

たは全て双方併記を願う。 

いただいたご意見を踏まえ、長い期間

で比較する表などが多いため、可能な限

り西暦での表記に努めました。 

 

 

【その他（パブリック・コメントの実施方法等）】 

No. 意見の内容 意見に対する県の考え方 

 9 当案件、50頁以上の資料であり、又本

来関係法令等も参照しての意見送付をす

べきと考える。その様な案件を、年末年

始も含めた上で、且つ意見募集期間が重

なる意見募集計９案件実施（12/27時点）

の中で通常と同様の１ヶ月の期間設定は

意見公募の体を成していないと考える。 

期間の延長、又は期間内意見を反映さ

せた資料を再提示の上での意見募集再実

施を求める。 

 前述対応が不可能ならば、その具体的

理由を明示願う。 

本パブリック・コメントは「山口県パ

ブリック・コメント制度実施要綱」に基

づき実施しています。 

意見募集の時期・期間については、各々

の計画等策定過程の中で決定しており、

再意見募集の実施や期間延長は考えてお

りません。 

いただいたご意見については、今後パ

ブリック・コメントを実施する際の参考

とさせていただきます。 

10 この時期(年末年始を含む時期)に意見

募集期間を設定した理由を明示願う。 

前述、当案件当時期パブリック・コメ

ント/意見募集実施理由への返答が「県行

政の進行/スケジュールの関係」の場合、

「この時期の意見募集設定・案件集中」

は必須と言う事となる。パブリック・コ

メント(県民意見募集)を適切に実施する

為の恒久的対策の実施(意見募集期間に

年末年始を含む場合・案件集中する場合

は期間延長必須、等)を願う。 

前述対応が不可能ならば、その具体的

理由を明示願う。 
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11 「年末年始含む期間にパブリック・コ
メント/意見募集案件集中」に関しての前
述（期間の年末年始回避、案件集中回避）
の様な意見を、過去数年、複数回/複数案
件、意見募集期間に年末年始を含んでい
た各パブリック・コメント/県民意見募集
に送付したと記憶している。パブリッ
ク・コメント/県民意見募集について県行
政として「年末年始含む期間の回避」「年
末年始含む場合の期間延長」「案件集中
の回避」「募集時期集中時の期間延長」
等について何らかの対応(各部署への通
知指示広報等)がなされたかどうか明示
願う。 
前述対応が無かった場合は、「なぜ県

として対応をしなかったのか」、当時の
当該意見受取各部署に確認の上で対応非
実施の理由を明示願う。 
前述対応があった場合、なぜ今回の当

パブリック・コメント/県民意見募集で適
切な対応（集中回避・集中時期間延長等）
が取られていないのか明示願う。 

 

12 県行政では、１企業の申請に対して、
内規に定める期間を超過して「資料不足」
を理由に「資料再提出」を指示し、数年
単位の長期検討を実施した例がある、と
記憶する。「県民＝主権者」からの「資
料不足又は期間不足による意見募集の期
間延長/再実施」の要請を断るのであれ
ば、その理由を明示願う。 

 

13 今回の意見募集の広報・記事扱いが実
際どの程度あったのか、後々「広報が十
分なされたか」を判断する為にも、「県
のホームページ＝県行政に関心又は用事
の在る県民が参照する媒体」では無く、
一般県民が広く目にする新聞にどう広告
掲載した/記事掲載されたのか、『具体的
(媒体、掲載日、大きさ)』に提示願う（記
事の場合は把握している範囲内で）。 

 パブリック・コメントの実施について
は、記者配布を行い、県ホームページに
掲載するとともに、新聞広告（1月 11 日：
山口新聞）により、広報に努めました。 
 また、医師確保計画の策定に関して、
中国新聞（1 月 10 日）、毎日新聞（1 月
22 日）に記事が掲載されました。 
 限られた予算の中、いかに効果的に広
報を行うか、今後とも検討してまいりま
す。 

14 県広報誌や「山口県からのお知らせ」
に個々のパブリック・コメント/県民意見

募集についてや、パブリック・コメント/
県民意見募集全般に関する記事が殆ど掲
載されていない理由を明示願う。 

県広報誌は年４回の発行となってお

り、原稿を入稿する時期との兼ね合いか

ら、主に速報性のある県ホームページや

新聞広告等を活用した広報に努めていま

す。 

限られた予算の中、いかに効果的に広

報を行うか、今後とも検討してまいりま

す。 

15 パブリック・コメント/県民意見募集の
期間が１か月なのに対して、県広報紙発
行が２～３か月間隔と言うのは、県の広
報手段として不適切な発行期間と感じ
る。県広報紙発行頻度の見直しを願う。 
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16 前述各意見に対する返答と、意見送付

県民数・意見数より、今回の当該パブリ

ック・コメント/県民意見募集についての

広報が十分になされたかどうか、判断明

示願う。 

意見提出者は２人、意見数は１７件寄

せられたことから、広報については、一

定の効果があったと考えています。 

17 当件の内容は地域性専門性の高いもの

となっていると考える。県民からの意見

募集の他に、住民・関係者・専門家・各

自治体からの直接の意見聞き取り等の実

施を願う。 

本計画の策定に当たっては、「山口県医

療対策協議会」や「山口県医療審議会」

での審議、各保健医療圏に設置する「地

域医療対策協議会」や市町、関係機関等

から幅広く意見を聴きながら作成してい

るところです。 

 


